




No1
○ ● ○ ○人事

○ （○ ○ ） ○建設事業 ●それ以外の継続事業
○ ●
○有●無
○法令基準内 ○都基準内 ●区独自基準 ○計画 ●非計画

（ ） （直営の場合 ●常勤 ○非常勤 ○臨時職員 ）

①

②

③

内線 2661

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（30年度）

部課名
担当者名

福祉部高齢者福祉課
鈴木

戦略プラン事務事業コード

事務事業名

01-03-02 高齢者生きがい事業補助

課長名 堀

事務事業の種類 新規事業 30年度 29年度

目的

　高齢者の教養文化活動を奨励するため、高齢者を対象とした教養講座や趣味講座等の文化活動を行う
民間団体に対し、その運営経費の一部を助成することにより、高齢者の知的活動と新しい仲間との出会
いを促進し、活気に満ちた健康で文化的な生活の実践を支援する｡

対象者
等

シルバー大学

内容

・補助対象経費
　事務局職員の賃金又は賃金の支払いが無い場合は事務処理上の備品購入費､消耗品費、郵便料､電話料
金、旅費
・補助金交付額
　教室受講者延人員と補助対象経費に応じて最大160万円まで

高齢者や障がい者が安心して暮らせる社会の形成
施策 01 高齢者の社会参加の促進

実施基準 計画区分

行政評価
事業体系

分野

事務事業分析シート（平成30年度）

協働 業務 財務08-03-02

Ⅰ 生涯健康都市

荒川区高齢者生涯学習団体補助金交付要綱
終期設定 年度
開始年度 昭和 平成 12年度 根拠

法令等

政策 02

経過

平成12年度　新規事業として開始
平成14年度　補助金交付要綱一部改正
　　対象団体　会員数200人以上→50人以上
　　　　　　　事務職員を配置していること→事務職員を配置又は事務局を設置していること
　　対象経費　事務職員の賃金→事務職員の賃金又は事務処理上の経費
　　　補助額　会員数に応じて80万円まで→会員数に応じて160万円まで
平成17年度　補助金交付要綱一部改正
　　　補助率見直し（一律1／2）
　　　補助額　会員数に応じて160万円まで→教室受講者延人員に応じて120万円まで
平成19年度　補助金交付要綱一部改正
　　　補助対象経費が240万円を超える場合は160万円

必要性

　高齢者の社会参加や教養文化活動の奨励は、高齢者が生き生きと充実した生活を送るうえで非常に重
要なことである｡高齢者を対象とした教養講座や趣味講座等を行う団体にその運営経費の一部を助成する
ことは、高齢者の生きがいづくりの機会拡大につながり、必要性は高い｡

実施
方法

1直営

団体の教養文化活動に要した経費の一部を補助する｡

30年度
見込み

目標値
(38年度)

加入率（％） 1.40

登録受講者延べ人数（人） 1401 1371 1431 1367 1500

1.46

878 854 1000

指標に関する説明

1.40 1.5

各年4月1日現在

会員数÷60歳以上人口×100

補助対象団体の会員数（人） 855 856

各年4月1日現在

事務事業の分類
分類についての説明・意見等

30年度 31年度

継続 継続

　引き続き会員数の拡大に向け、活動等の周知を図るとともに、魅力的
な講座や活動が展開されるよう支援する。

1.47

事務事業の成果とする指標名
指標の推移

27年度 28年度 29年度

高齢者生きがい事業補助（シル
バー大学）

指
　
　
　
　
標



No2
（単位：千円）

予算・決算の内訳

（単位：千円）

問
題
点
・
課
題

①

②

③

（ 区 未実施 区 区）

議
会
質
問
状

況
（

要
旨
）

1,799 1,799 1,899
24年度 25年度 26年度 28年度 29年度 30年度

1,798 1,798 1,899
1,600 1,600 1,867 1,816

予算・決算額等の推移
予算額

1,771 1,808

29(37)

29年度 30年度
補助団体数 1 1 1 1 1 1 1

28年度実
績
の
推
移

事項名（30年度は見込み） 24年度 25年度 26年度 27年度

教科数(教室数)(4月1日現在)

1,600 1,600

27年度

負担金補助等

登録受講者数(4月1日現在) 1416 1404 1450 1401 1371 1431 1367

会員数(4月1日現在) 908 864 901 855 856

0

0

平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（予算）
節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項

30(37) 31(37) 33(39) 33(39)

勘定科目 29年度

878 854

198
1,600 委託料 清掃 1991,600 負担金補助等 補助金

需用費 備品修繕費 100
補助金

委託料 清掃 198 委託料 清掃

補助金 1,600

金額（千円） 節 主な事項 金額（千円）

4,686 324通常収支差額(c)+(d)=(e) ▲ 3,562▲ 3,886

0

▲ 3,886

負担金補助等

27(35) 29(37)

▲ 3,886

物件費 198
行
政
コ
ス
ト
計
算
書

扶助費 0 0 分担金及び負担金 0 0 0
補助費等 1,600 1,600 0 使用料及び手数料 0 0

0

0

差額

賞与・退職給与引当金繰入額 412

28年度

▲ 324
その他行政費用 0 0 0金融収支差額(d) 0 0 0

▲ 324
特別費用(g) 0 0 0特別収入(f)
行政費用合計(b) 4,362

行政収支差額(a)-(b)=(c) ▲ 3,562

○高齢者数が増えているが、シルバー大学の受講者数の伸びは停滞している。
○高齢者の生きがい創出の選択肢の1つとして、より多くの高齢者に参加を促す必要がある。
○その活動を広く周知するなどして会員の獲得を図っていく必要がある。

差額 勘定科目

問題点・課題の改善策

他
区
の
実

施
状
況

実施 1 21 不明 0

平成16年四定　元気な高齢者の社会参加、生きがい活動の支援策について
平成29年度6月会議　高齢者の活動支援について

平成29年度に実施した
改善内容および評価

高齢者向け教室や大学を開設しているのは22区中21区。その多くが区の直営・指定管理・法人への業務委
託等で運営を行っている。

決算額（30年度は見込み）

198 0 国庫支出金 0 0 0
維持補修費 0 0 0 都支出金 800 800

0 0

0

会員数の拡大に向け活動等の周知
を支援していく。

窓口に来た区民の方へ、ＰＲを行う
等活動の周知に努めた。

平成29年度に取り組む
具体的な改善内容

平成30年度以降に取り組む
具体的な改善内容

引き続き会員数の充実・拡大に向け
活動等を周知するなどで支援してい
く。

減価償却費 0 0 0 その他 0 0

0 0

行
政
費
用

給与関係費 2,450 2,476

298

28年度 29年度

0

不納欠損・貸倒引当金繰入額 0 0 0 行政収入合計(a) 800 800

26

行
政
収
入

地方税

▲ 324

備
考

物件費は、シルバー大学で実施している陶芸教室の清掃業務に係る委託料である。

特別収支差額(f)-(g)=(h) 0 0 0当期収支差額(e)+(h) ▲ 3,562

114



No1
○ ○ ○ ○人事

○ （○ ○ ） ○建設事業 ○それ以外の継続事業
● ○
○有●無
○法令基準内 ●都基準内 ●区独自基準 ●計画 ○非計画

（ ） （直営の場合 ●常勤 ●非常勤 ○臨時職員 ）

①

②

③

内線 2678

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（30年度）

部課名
担当者名

福祉部高齢者福祉課
小嶋

戦略プラン事務事業コード

事務事業名

01-05-01 シルバー人材センター管理運営

課長名 堀
08-03-03

事務事業の種類 新規事業 30年度 29年度

目的

　荒川区シルバー人材センターの事業に要する経費の一部を助成することにより、同センターの安定的
な経営を確保し、もって高齢者の福祉の向上に寄与するとともに、同センターの受注と会員数拡大を図
り、高齢者の就業を充実させる。

対象者
等

公益社団法人荒川区シルバー人材センター

内容

　公益社団法人荒川区シルバー人材センターは、高年齢者等の雇用の安定等に関する法律に基づき自治
体ごとに設置され、地域の高齢者が助け合いながら楽しく働くことによって、高齢者の就業を通して福
祉の増進を図りながら自主的に運営する団体であり、地域社会に密着した臨時的かつ短期的仕事を家
庭、事業所、官公庁等から引き受け、これをシルバー人材センターに加入している会員の希望や能力に
応じて提供している。
　この人材センターの安定運営を確保するとともに、受注の拡大や会員拡大を行い、高齢者の福祉の向
上をさせるため、区は、事業に要する経費の一部について補助金を交付している。

※平成30年度予算事業の組替により、事務事業分析シート「シルバー人材センター管理運営」及び「シ
ルバー人材センター管理運営費等助成」を統合。

高齢者や障がい者が安心して暮らせる社会の形成
施策 01 高齢者の社会参加の促進

実施基準 計画区分

行政評価
事業体系

分野

経過

　平成11年度より、荒川区立高齢者就業センター・荒川授産場・児童交通誘導業務の管理運営を委託。
平成11年度～13年度の間、事務の移行を円滑に進めるため区職員を派遣し、事務局職員体制の強化を
図った。
　平成11年度　区派遣職員　3人　事務局長（課長職）・次長（係長）・職員（事務職）
　平成13年度　区派遣職員　1人　次長（係長）
　平成14年度  14年4月1日公益法人派遣法施行に伴い、区職員の派遣を廃止
　平成17年度  経営基盤強化補助を追加（単年度）  3,734,000円
　平成23年度　公益社団法人化
　平成25年度　「補助金交付要綱」を一部改正
　平成29年度　「補助金交付要綱」を一部改正

必要性

健康で働く意欲を持つおおむね60歳以上の高齢者を対象に、その知識、経験、能力を活かして働く機会
の確保に努め、高齢者の就業や社会参加の促進に寄与しており、職員体制の充実を支援する必要性は高
い。

実施
方法

1直営

区は荒川区シルバー人材センター事業補助金交付要綱に掲げる補助対象経費について補助し、都補助対
象分について都に請求・受領する。

事務事業分析シート（平成30年度）

協働 業務 財務

6,893 7,158

事務事業の成果とする指標名
指標の推移

終期設定 年度
開始年度 昭和 平成 62年度 根拠

法令等

政策 02
Ⅰ 生涯健康都市

シルバー人材センター事業補助金交付要綱、
高年齢者等の雇用の安定等に関する法律

全体の契約金額(千円) 672,681695,988711,471744,360 700,000

30年度
見込み

目標値
(38年度)

受託件数（件） 6,770

1,391 1,521 1,500

指標に関する説明

6,950 6,700

就業実人数（人） 1,315 1,385

事務事業の分類
分類についての説明・意見等

30年度 31年度

継続 継続

　シルバー人材センターの安定運営及び高齢者の就業充実のため、引き
続き助成していく。

27年度 28年度 29年度

シルバー人材センター管理運営

指
　
　
　
　
標



No2
（単位：千円）

予算・決算の内訳

（単位：千円）

問
題
点
・
課
題

①

②

③

（ 区 未実施 区 区）

議
会
質
問
状

況
（

要
旨
）

51,861 52,916 54,507
24年度 25年度 26年度

47,040 50,673 54,507

予算・決算額等の推移
予算額

28年度 29年度 30年度

受託件数（件） 6,369 6,186 6,361 6,770 6,893 7,158 6,950
28年度 29年度 30年度実

績
の
推
移

事項名（30年度は見込み） 24年度 25年度 26年度 27年度

就業延べ人数(人） 234,746

27年度

負担金補助等

就業率（％） 79.8 80.1 79.7 79.9 79.0 75.9 78.0

契約金額(千円) 644,775 624,387 666,499 672,681 688,209

0

0

平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（予算）
節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項

237,693 246,736 248,167 246,000

勘定科目 29年度

711,471 744,360

49,402

1,2711,321 負担金補助等 事務嘱託員報酬補助

負担金補助等 管理運営助成費等 54,507

事務嘱託員報酬補助

負担金補助等 管理運営助成費等 45,719 負担金補助等 管理運営助成費等

金額（千円） 節 主な事項 金額（千円）

53,742 3,986通常収支差額(c)+(d)=(e)▲ 37,261▲ 41,247

0

▲ 41,247

233,322 229,043

▲ 41,247

物件費 0
行
政
コ
ス
ト
計
算
書

扶助費 0 分担金及び負担金 0 0 0
補助費等 47,040 50,673 3,633 使用料及び手数料 0 0

0

0

差額

賞与・退職給与引当金繰入額 438

28年度

▲ 3,986
その他行政費用 0 0 金融収支差額(d) 0 0 0

▲ 3,986
特別費用(g) 0 0 特別収入(f)
行政費用合計(b) 49,756

行政収支差額(a)-(b)=(c)▲ 37,261

○国庫補助金が減少傾向にあるため、安定的な運営のための財源の確保について検討する必要がある。
（国庫補助額　平成25年度=8,700,000円、平成26年度=8,880,000円、平成27年度=7,440,000円、
平成28年度=7,130,000円、平成29年度=7,130,000円、平成30年度=7,130,000円）
○多様な働き方が求められており、求めに応じられるよう仕事の創出に対して支援する必要がある。

差額 勘定科目

決算額（30年度は見込み）

問題点・課題の改善策

他
区
の
実

施
状
況

実施 22 0 不明 0

平成15年二・三定
平成16年一定　　　高齢者の雇用の確保・拡充について
平成16年四定
平成17年一定
平成30年２月　　　高齢者の仕事の創造について

平成29年度に実施した
改善内容および評価

0 国庫支出金 0 0 0
維持補修費 0 0 都支出金 12,495 12,495

地方税 0 0

0

補助金を助成することで、引き続
き、シルバー人材センターの運営
の安定化を図る。

補助金を助成することで、シルバー
人材センターの運営の安定化を図っ
た。

平成29年度に取り組む
具体的な改善内容

平成30年度以降に取り組む
具体的な改善内容

補助金を助成することで、引き続
き、シルバー人材センターの運営の
安定化を図る。

減価償却費 0 0 その他 0 0

0 0

行
政
費
用

給与関係費 2,643 2,631

365

28年度 29年度

0

不納欠損・貸倒引当金繰入額 0 0 行政収入合計(a) 12,495 12,495

▲ 12

行
政
収
入

▲ 3,986

備
考

補助費等の内訳は、管理運営助成費が49,401,989円、受注拡大強化助成費が1,270,611円となっている。

特別収支差額(f)-(g)=(h) 0 0 0当期収支差額(e)+(h) ▲ 37,261

73

























No2
（単位：千円）

予算・決算の内訳

（単位：千円）

問
題
点
・
課
題

①

②

③

（ 区 未実施 区 区）

議
会
質
問
状

況
（

要
旨
）

335 581 557
24年度 25年度 26年度 28年度 29年度 30年度

314 389 557
254 193 236 256

予算・決算額等の推移
予算額

174 178

6

29年度 30年度
対象者数 9 6 5 5 6 10 12

28年度実
績
の
推
移

事項名（30年度は見込み） 24年度 25年度 26年度 27年度

水洗い延べ人数

251 88

27年度

乾燥消毒延べ人数 61 49 51 47 69

0

0

平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（予算）
節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項

4 8 8 10

勘定科目 29年度

86 103

389 委託料 寝具乾燥・乾燥消毒委託 557委託料 寝具水洗・乾燥消毒委託 314 委託料 寝具乾燥・乾燥消毒委託

金額（千円） 節 主な事項 金額（千円）

389 ▲ 302通常収支差額(c)+(d)=(e) ▲ 691 ▲ 389

0

▲ 389

7 6

▲ 389

物件費 314
行
政
コ
ス
ト
計
算
書

扶助費 0 0 分担金及び負担金 0 0 0
補助費等 0 0 0 使用料及び手数料 0 0

0

0

差額

賞与・退職給与引当金繰入額 0

28年度

302
その他行政費用 0 0 0金融収支差額(d) 0 0 0

302
特別費用(g) 0 0 0特別収入(f)
行政費用合計(b) 691

行政収支差額(a)-(b)=(c) ▲ 691

○在宅でサービスを必要としている対象者への周知をきめ細かく行い希望者の増加を図る。

差額 勘定科目

問題点・課題の改善策

他
区
の
実

施
状
況

実施 20 2 不明 0

平成29年度に実施した
改善内容および評価

対象要件（介護4以上）が同じ区の登録人数。目黒区48人、北区25人、江戸川区140人。

決算額（30年度は見込み）

389 75 国庫支出金 0 0 0
維持補修費 0 0 0 都支出金 0 0

0 0

0

介護度1から3であっても必要性に応
じて対象とし、範囲の緩和を図る。

より効果的に周知出来る方法を検
討する。

区民や介護事業者に対し、対象範
囲の緩和についての周知を更に進
める。

他のサービス等と合わせて、窓口な
どでも効果的に周知するなど方法を
工夫し、より広く周知を図った。

対象の範囲の緩和を図ったが、それ
による対象者の増加はなく、更に周
知を進める必要がある。

平成29年度に取り組む
具体的な改善内容

平成30年度以降に取り組む
具体的な改善内容

他のサービス等と合わせて、効果的
に周知するなど方法を工夫し、より
広く周知を図る。

減価償却費 0 0 0 その他 0 0

0 0

行
政
費
用

給与関係費 360 0

▲ 17

28年度 29年度

0

不納欠損・貸倒引当金繰入額 0 0 0 行政収入合計(a) 0 0

▲ 360

行
政
収
入

地方税

302

備
考

物件費に計上されているのは、委託料である。28年度と比較して利用者が増えたため、委託料も増加して
いる。

特別収支差額(f)-(g)=(h) 0 0 0当期収支差額(e)+(h) ▲ 691

17







No1
○ ○ ○ ○人事

○ （○ ○ ） ○建設事業 ●それ以外の継続事業
○ ●
○有●無
○法令基準内 ●都基準内 ○区独自基準 ○計画 ●非計画

（ ） （直営の場合 ○常勤 ○非常勤 ○臨時職員 ）

①

②

③

内線 2677

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（30年度）

部課名
担当者名

福祉部高齢者福祉課
貞末

戦略プラン事務事業コード

事務事業名

01-02-06 緊急通報システム事業費

課長名 堀

事務事業の種類 新規事業 30年度 29年度

目的

　日常生活を営む上で急病で倒れるかもしれない等の不安を抱えているひとり暮らし高齢者等の生活の
安全を確保し、もって在宅高齢者の福祉の増進を図る。

対象者
等

原則として65歳以上の一人暮らし及び夫婦等の高齢者世帯(日中独居含む）であって、日常生活を営む上
で急病で倒れるかもしれない等の不安をもっている方。

内容

一人暮らし高齢者等が家庭内で急病等の緊急事態時に、機器又はペンダントの押しボタンを押すと、委
託事業者の受信センターに通報され、状況に応じて受信センターが119番通報するシステム。119番通報
と同時に、委託事業者の警備員が駆けつける。

【月額の自己負担額（～29年度）】
①疾病ありかつ非課税の方0円　②疾病ありかつ課税の方200円　③疾病なしかつ非課税の方200円　④疾
病なしかつ課税の方500円

【月額の自己負担額（30年度～）】
①非課税の方0円　②課税の方200円
※疾病ありなしの区分を廃止した

高齢者や障がい者が安心して暮らせる社会の形成
施策 03 高齢者の在宅生活の支援

実施基準 計画区分

行政評価
事業体系

分野

事務事業分析シート（平成30年度）

協働 業務 財務08-03-11

Ⅰ 生涯健康都市

荒川区高齢者緊急通報システム事業運営要綱
終期設定 年度
開始年度 昭和 平成 元 年度 根拠

法令等

政策 02

経過

○平成元年　　　消防庁直通方式にて、疾病のある方を対象に事業実施
○平成12年度　自己負担を導入（住民税課税者は設置費用の1割）
○平成13年度　協力員に対する活動謝礼を現金から区内共通お買い物券に変更
○平成14年度以降、毎年、緊急通報協力員連絡会を開催し、協力員に活動謝礼を交付
○平成22年度　新規･更新分から、民間方式（人感センサー方式）を導入
　これに伴い、消防庁直通方式の新規設置を終了
○平成23年10月　疾病のない方にも対象要件を拡大、現在の自己負担額を導入
○平成24年12月　消防庁直通方式から、民間方式へ移行を開始
○平成26年5月　生活リズム感知方式を導入
　これに伴い、人感センサー方式の新規設置を終了
○平成26年9月　消防庁直通方式利用者の終了とともに、協力員は終了

必要性

高齢者の在宅支援・不安解消を目的とした事業であり、必要性は高い。

実施
方法

3委託

区が申請を受け、実態調査を行った上で設置を決定する。消防庁からの承認番号を得て、委託事業者に
設置および設置後の緊急対応を委託する。

30年度
見込み

目標値
(38年度)

搬送件数（件） 127 111

1050 1100 1,250

指標に関する説明

130 190

設置台数 993 1,004

事務事業の分類
分類についての説明・意見等

30年度 31年度

推進 推進

　在宅高齢者の安全安心のために必要であり、見守りを強化するため
に、利用者の拡大を図る。

119

事務事業の成果とする指標名
指標の推移

27年度 28年度 29年度

緊急通報システム事業

指
　
　
　
　
標



No2
（単位：千円）

予算・決算の内訳

（単位：千円）

問
題
点
・
課
題

①

②

③

（ 区 未実施 区 区）

議
会
質
問
状

況
（

要
旨
）

28,299 28,276 28,732
24年度 25年度 26年度 28年度 29年度 30年度

25,449 26,551 28,732
25,581 31,672 31,740 26,835

予算・決算額等の推移
予算額

24,721 24,552

ー

29年度 30年度
新規設置台数 389 231 261 180 116 205 250

28年度実
績
の
推
移

事項名（30年度は見込み） 24年度 25年度 26年度 27年度

緊急通報協力員数

21,814 22,605

27年度

設置台数(民間・直通計) 838 920 956 993 1004

▲ 440

0

平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（予算）
節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項

ー ー ー ー

勘定科目 29年度

1050 1100

26,551 委託料 緊急通報システム委託料 28,732委託料 緊急通報システム委託料 25,449 委託料 緊急通報システム委託料

金額（千円） 節 主な事項 金額（千円）

28,988 175通常収支差額(c)+(d)=(e) ▲ 5,537▲ 6,152

0

▲ 6,152

351 134

▲ 6,152

物件費 25,449
行
政
コ
ス
ト
計
算
書

扶助費 0 0 分担金及び負担金 0 0 0
補助費等 0 0 0 使用料及び手数料 0 0

0

0

差額

賞与・退職給与引当金繰入額 348

28年度

▲ 615
その他行政費用 0 0 0金融収支差額(d) 0 0 0

▲ 615
特別費用(g) 0 0 0特別収入(f)
行政費用合計(b) 28,813

行政収支差額(a)-(b)=(c) ▲ 5,537

○インターネット回線等電話回線が多様化しているが、利用できる回線が限られており、申請があったす
べての世帯への設置ができない。

差額 勘定科目

問題点・課題の改善策

他
区
の
実

施
状
況

実施 22 0 不明 0

平成29年度に実施した
改善内容および評価

決算額（30年度は見込み）

26,551 1,102 国庫支出金 0 0 0
維持補修費 0 0 0 都支出金 23,276 22,836

0 0

▲ 440

民間方式（人感センサー、生活リ
ズムセンサー）における、受信セ
ンターでの対応の質を向上させ
る。

利用者からの発報や問合せに関して
速やかに対応し、安全な管理体制を
実施していた。

平成29年度に取り組む
具体的な改善内容

平成30年度以降に取り組む
具体的な改善内容

民間方式（生活リズム感知方式）
の、受信センターでの対応の質を向
上させ、安定稼働に努める。

減価償却費 0 0 0 その他 0 0

0 0

行
政
費
用

給与関係費 3,215 2,089

199

28年度 29年度

0

不納欠損・貸倒引当金繰入額 0 0 0 行政収入合計(a) 23,276 22,836

▲ 1,126

行
政
収
入

地方税

▲ 615

備
考

物件費には緊急通報システムの委託料が計上されており、28年度と比較して利用者が増えたことに伴い、
委託料も増加している。

特別収支差額(f)-(g)=(h) 0 0 0当期収支差額(e)+(h) ▲ 5,537

149



No1
○ ● ○ ○人事

○ （○ ○ ） ○建設事業 ●それ以外の継続事業
○ ●
○有●無
○法令基準内 ○都基準内 ●区独自基準 ○計画 ●非計画

（ ） （直営の場合 ○常勤 ○非常勤 ○臨時職員 ）

①

②

③

内線 2677

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（30年度）

部課名
担当者名

福祉部高齢者福祉課
鈴木

戦略プラン事務事業コード

事務事業名

01-02-16 高齢者配食見守りサービス事業費

課長名 堀

事務事業の種類 新規事業 30年度 29年度

目的

　自立生活に不安のある在宅の一人暮らし高齢者及び高齢者のみの世帯への支援の一環として、昼食の
宅配を活用し、利用者の安否の確認や見守りを行う。

対象者
等

申請をした者のうち、次の基準にすべて該当する者①65歳以上の在宅の日中一人暮らし高齢者及び高齢
者のみの世帯等②自立生活に不安があるにもかかわらず、日中における安否の確認の手段がない者③身
体的状況等により、食事の調理ができずに栄養補給が十分できない者

内容

①本業務は、適当と認める民間事業者（以下「業者」という。）に委託し、実施する。
②月～日曜日(週7日)の昼食を利用者の希望により配食する。(24年度までは、配食日数を事前に調査を
して決めていたが、25年度からは配食日数の制限を廃止。ただし、介護保険等のサービスを利用する日
は配食日から除外する。）
③業者が利用者宅へ昼食用の弁当を届け、手渡しすることで日中の時間帯における利用者の安否を確認
する。
④業者は安否確認時に異常があれば、事前に登録している緊急連絡先等へ連絡するとともに、区及び各
地域の高齢者みまもりステーション又は地域包括支援センターに報告し、連携して対応する。また緊急
時には救急車を要請する等、必要な対応をする。

高齢者や障がい者が安心して暮らせる社会の形成
施策 03 高齢者の在宅生活の支援

実施基準 計画区分

行政評価
事業体系

分野

事務事業分析シート（平成30年度）

協働 業務 財務08-03-12

Ⅰ 生涯健康都市

高齢者配食見守りサービス事業実施要領
終期設定 年度
開始年度 昭和 平成 5年度 根拠

法令等

政策 02

経過

平成12年度   　新たに「介護予防・生活支援事業」で定められたサービスメニューの一つとなる。
　               また、1食あたりの食材費を340円から400円に見直し、さらに減免措置
                （住民税非課税者は半額）を廃止する等、受益者負担の適正化を図る。
平成13年度　   委託先を通所サービスセンターから区内の民間業者へ切り替える。
平成18年度　   1食当たりの自己負担額を350～650円（原則400円又は500円）とし、
                 区は委託料として1件当たり350円を事業者に支払う仕組みに変更。
平成23年度　　 利用者負担額は業者設定の上、利用者に配付する献立表等に明記することとする。
平成25年度　   配食日数の制限廃止をするとともに1件当たりの委託料を250円に変更。
平成26年度　　 消費税増税に伴い、1件当たりの委託料を257円に変更。
　　　　　　　　 主食1種以上、副食3種以上で利用者負担額が520円以内の食事を1種類以
　　　　　　　　 上調整することとする。

必要性

　配食見守りサービスは、一人暮らし高齢者等の安否の確認や見守りだけではなく、低栄養の状態を予
防して、食事面から健康を維持する観点からも必要性が高い。

実施
方法

3委託

　区はサービス利用に当たっての申請の受理、認定等を行う。業者は安否確認の際異常があれば緊急連
絡先、区、高齢者みまもりステーション等へ報告をする他、緊急時には救急車等を要請する。

30年度
見込み

目標値
(38年度)

64,67079,277 75,000

指標に関する説明

利用状況（延べ配食数） 54,85060,715

事務事業の分類
分類についての説明・意見等

30年度 31年度

継続 継続

　高齢者の見守り及び低栄養状態予防のひとつの手段として、引き続き
利用者の拡大を図る。

事務事業の成果とする指標名
指標の推移

27年度 28年度 29年度

高齢者配食見守りサービス事業

指
　
　
　
　
標



No2
（単位：千円）

予算・決算の内訳

（単位：千円）

問
題
点
・
課
題

①

②

③

（ 区 未実施 区 区）

議
会
質
問
状

況
（

要
旨
）

16,715 17,805 20,475
24年度 25年度 26年度 28年度 29年度 30年度

15,703 16,720 20,475
9,990 11,650 11,935 14,678

予算・決算額等の推移
予算額

11,875 14,196

333

29年度 30年度
延べ配食数 27,286 38,560 45,858 54,850 60,715 65,996 79,277

28年度実
績
の
推
移

事項名（30年度は見込み） 24年度 25年度 26年度 27年度

実利用者数

9,648 9,729

27年度

委託料

配食事業者数 9 8 7 8 8 8 6

登録者人数 511 528 619 687 717

550

0

平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（予算）
節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項

350 381 373 432

勘定科目 29年度

777 779

99
16,621 委託料 手数料 20,37515,604 委託料 手数料

需用費 案内パンフレット 100
手数料

需用費 案内パンフレット 100 需用費 案内パンフレット

金額（千円） 節 主な事項 金額（千円）

21,233 1,525通常収支差額(c)+(d)=(e)▲ 11,356▲ 12,331

0

▲ 12,331

272 281

▲ 12,331

物件費 15,703
行
政
コ
ス
ト
計
算
書

扶助費 0 0 分担金及び負担金 0 0 0
補助費等 0 0 0 使用料及び手数料 0 0

0

0

差額

賞与・退職給与引当金繰入額 644

28年度

▲ 975
その他行政費用 0 0 0金融収支差額(d) 0 0 0

▲ 975
特別費用(g) 0 0 0特別収入(f)
行政費用合計(b) 19,708

行政収支差額(a)-(b)=(c)▲ 11,356

○利用者数及び配食数が今後も増加し続けることが想定される。業者ごとの許容見守り配食数を確認し、
場合により、委託事業者数を増やす必要がある。

差額 勘定科目

問題点・課題の改善策

他
区
の
実

施
状
況

実施 19 3 不明 0

平成29年度に実施した
改善内容および評価

実施区のうち、足立区は当区のように委託の形態をとっておらず「あだち配食サービス協力店」(16店舗Ｈ
29.10.2現在）を設置し、配食事業者の紹介を行っている。昼食・夕食を実施している区は千代田区・中央
区・台東区・江東区・品川区・目黒区・板橋区・練馬区・葛飾区・江戸川区10区である。

決算額（30年度は見込み）

16,720 1,017 国庫支出金 0 0 0
維持補修費 0 0 0 都支出金 8,352 8,902

0 0

550

関係機関の間で話し合いの機会を
設けるなど、引き続き連携の強化
を図る。

事業者、高齢者みまもりステーショ
ン、居宅介護支援事業者等の関係機
関との連携強化を図った。

平成29年度に取り組む
具体的な改善内容

平成30年度以降に取り組む
具体的な改善内容

事業者、高齢者みまもりステーショ
ン、居宅介護支援事業者等の関係機
関との連携強化を図る。

減価償却費 0 0 0 その他 0 0

0 0

行
政
費
用

給与関係費 3,827 3,869

466

28年度 29年度

0

不納欠損・貸倒引当金繰入額 0 0 0 行政収入合計(a) 8,352 8,902

42

行
政
収
入

地方税

▲ 975

備
考

物件費の多くを占めるのは委託料（16,620,190円）であり、28年度と比較して配食数が増加したことに伴
い、委託料も増えている。

特別収支差額(f)-(g)=(h) 0 0 0当期収支差額(e)+(h) ▲ 11,356

178



No1
○ ○ ○ ○人事

○ （○ ○ ） ○建設事業 ○それ以外の継続事業
● ○
○有●無
○法令基準内 ○都基準内 ●区独自基準 ○計画 ●非計画

（ ） （直営の場合 ○常勤 ●非常勤 ○臨時職員 ）

①

②

③

内線 2667

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（30年度）

部課名
担当者名

福祉部高齢者福祉課
宮川

戦略プラン事務事業コード

事務事業名

01-02-07 交通安全杖支給事業費

課長名 堀

事務事業の種類 新規事業 30年度 29年度

目的

杖を使用しなければ歩行困難な高齢者に対し、外出時の補助具となる歩行杖を支給する。

対象者
等

満65歳以上の前年度住民税非課税者で杖を使用しなければ歩行が困難な者。

内容

［手続き］
・申請を窓口で受付、必要性と支給要件を確認の上支給決定し、その場で杖を支給する。
本人の身長や持ち具合を見て、長さを調整する。（支給は一回のみ）
［杖の種類］
・Ｔ字杖（重量280ｇ～300ｇ程度、握りはウレタン樹脂製）
・Ｓサイズ（790㍉×19φ）Ｌサイズ（850㍉×19φ）Ｔサイズ（900㍉×19φ）

高齢者や障がい者が安心して暮らせる社会の形成
施策 03 高齢者の在宅生活の支援

実施基準 計画区分

行政評価
事業体系

分野

事務事業分析シート（平成30年度）

協働 業務 財務08-03-13

Ⅰ 生涯健康都市

荒川区交通安全杖の支給等に関する事業実施
要綱終期設定 年度

開始年度 昭和 平成 54年度 根拠
法令等

政策 02

経過

・昭和54年1月に開始、平成元年4月に地域振興部から事業移管。
・平成10年度　所得制限（前年度住民税非課税者）を導入し、平成13年度以降は杖の再交付を廃止。
・平成14年度　交通災害共済の廃止に伴い、区独自の区民交通傷害保険（月加入）に加入。
・平成15年度　区独自の区民交通傷害保険（月加入）方式が廃止になったことに伴い、保険への加入を
廃止。
・平成16年度～区の直営で実施（以前は社会福祉協議会に委託）

必要性

杖を使用しなければ歩行困難な者に対し外出時の歩行補助具である杖を支給することは、交通安全対策
と介護予防の一助となっており必要である。

実施
方法

1直営

30年度
見込み

目標値
(38年度)

133 140 130

指標に関する説明

交通安全杖支給数（本） 133 151

事務事業の分類
分類についての説明・意見等

30年度 31年度

継続 継続

　年間100人超の利用があり、高齢者が安全に外出できるよう支援するた
めに今後も継続していく。

事務事業の成果とする指標名
指標の推移

27年度 28年度 29年度

交通安全杖支給事業

指
　
　
　
　
標



No2
（単位：千円）

予算・決算の内訳

（単位：千円）

問
題
点
・
課
題

①

②

③

（ 区 未実施 区 区）

議
会
質
問
状

況
（

要
旨
）

405 378 378
24年度 25年度 26年度 28年度 29年度 30年度

405 378 378
315 281 297 334

予算・決算額等の推移
予算額

297 324
29年度 30年度

支給者数 106 104 127 133 151 133 140
28年度実

績
の
推
移

事項名（30年度は見込み） 24年度 25年度 26年度 27年度
315 281

27年度

27

0

平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（予算）
節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項

勘定科目 29年度

378 需用費 交通安全杖 378需用費 交通安全杖 405 需用費 交通安全杖

金額（千円） 節 主な事項 金額（千円）

803 ▲ 355通常収支差額(c)+(d)=(e) ▲ 983 ▲ 601

0

▲ 601

▲ 601

物件費 405
行
政
コ
ス
ト
計
算
書

扶助費 0 0 分担金及び負担金 0 0 0
補助費等 0 0 0 使用料及び手数料 0 0

0

0

差額

賞与・退職給与引当金繰入額 61

28年度

382
その他行政費用 0 0 0金融収支差額(d) 0 0 0

382
特別費用(g) 0 0 0特別収入(f)
行政費用合計(b) 1,158

行政収支差額(a)-(b)=(c) ▲ 983

○杖の種類は、Ｓ（79センチ）、Ｌ（85センチ）、Ｔ（90センチ）の3種類を用意しており、外出支援の一
環として適正なサイズが支給できるようにする。

差額 勘定科目

問題点・課題の改善策

他
区
の
実

施
状
況

実施 7 14 不明 1

平成29年度に実施した
改善内容および評価

中央、新宿、文京、台東、墨田、練馬、足立
その他　　シルバーカー・車椅子等の貸与等を実施している区19区

決算額（30年度は見込み）

378 ▲ 27 国庫支出金 0 0 0
維持補修費 0 0 0 都支出金 175 202

0 0

27

引き続き利用者に適したサイズを
支給できるよう、細かな対応をし
ていく。

窓口で支給する際に、利用者に適し
たサイズに調整している。

平成29年度に取り組む
具体的な改善内容

平成30年度以降に取り組む
具体的な改善内容

引き続き利用者に適したサイズを支
給できるよう、細かな対応をしてい
く。

減価償却費 0 0 0 その他 0 0

0 0

行
政
費
用

給与関係費 720 364

28

28年度 29年度

0

不納欠損・貸倒引当金繰入額 0 0 0 行政収入合計(a) 175 202

▲ 356

行
政
収
入

地方税

82

備
考

物件費は需用費に計上されている杖の購入費用であり、購入本数が28年度よりも減ったことに伴い、物件
費が減少している。

特別収支差額(f)-(g)=(h) 0 0 0当期収支差額(e)+(h) ▲ 983

33











No1
○ ● ○ ○人事

○ （○ ○ ） ○建設事業 ●それ以外の継続事業
○ ●
○有●無
○法令基準内 ○都基準内 ●区独自基準 ●計画 ○非計画

（ ） （直営の場合 ●常勤 ○非常勤 ○臨時職員 ）

①

②

③

内線 2676

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（30年度）

部課名
担当者名

福祉部高齢者福祉課
鈴木

戦略プラン事務事業コード

事務事業名

01-02-11 高齢者みまもりネットワーク事業費

課長名 堀
08-03-16

事務事業の種類 新規事業 30年度 29年度

目的

　区と地域の関係機関等が相互に連携して高齢者を見守る活動（以下「見守り等」という。）のネット
ワーク（以下「みまもりネットワーク」という。）を構築することにより、高齢者の孤独感を解消し、
また緊急時又は災害時には高齢者に対して迅速に対処できる仕組みを整備する。これにより、区内の在
宅高齢者の安全を確保し、住み慣れた地域で安心して暮らし続けられる地域づくりを目指す。

対象者
等

区内に住所を有する在宅高齢者のうち、次のいずれかに該当し、区に申請をした者
①75歳以上の一人暮らしの高齢者世帯又は高齢者のみの世帯にある者／②介護保険における要介護３以
上の認定を受けている者／③その他日中一人暮らし高齢者で介護、見守り等が必要であると認める者

内容

（1）みまもりネットワークの構築及びその構築に必要な総合的な連絡及び調整等の実施
（2）広報及び普及啓発の活動の実施
（3）みまもり名簿の作成及び更新並びに関係機関等へのみまもり名簿の提供
（4）高齢者に対するひと声運動、日ごろの見守り等及び個別支援の実施
（5）緊急時又は災害時における安否確認、救援活動等の実施
（6）緊急通報システム事業、配食見守りサービス事業、新聞販売店による見守り活動、救急医療情報
　　　キット配付事業
（7）ネットワーク連絡会等における見守り活動の事例紹介、区及び関係機関間の情報交換、課題検討
（8）電磁調理器等の購入助成（防災上の向上）
（9）その他、高齢者の見守りに関して必要と認められること

高齢者や障がい者が安心して暮らせる社会の形成
施策 03 高齢者の在宅生活の支援

実施基準 計画区分

行政評価
事業体系

分野

経過

平成13年度　本事業の前身である「支えあい見守りあいネットワーク事業」を区内の一部地域で開始
平成14年度　同事業の実施地域を区内の全地域に拡大
平成23年度　目的の類似する既存事業の統合・整理を行い、本事業を開始
平成28年2月　電磁調理器等助成開始：平成31年度末までの時限事業
　　　　　　　（申請累計件数535件　平成30年3月末現在）

※平成30年度より、事務事業分析シート「高齢者みまもりネットワーク事業（ネットワーク）」「高齢
者みまもりネットワーク事業（救急医療情報キット配布事業）」「高齢者電磁調理器等購入助成事業」
を統合。

必要性

見守り活動を希望する一人暮らし高齢者等に対して平常時の声掛け、安否確認を行うとともに、災害時
の避難援助、救援活動の備えとなる本事業は必要性が高い。

実施
方法

1直営

区が、見守りを希望する高齢者をみまもり名簿に登載、各関係機関と情報共有し、当該名簿登載者へ声
掛け・見守りを行うとともに緊急時の迅速かつ適切な対応及び避難援助・救援活動等に活用する。

事務事業分析シート（平成30年度）

協働 業務 財務

24.8 25.2

事務事業の成果とする指標名
指標の推移

終期設定 年度
開始年度 昭和 平成 23年度 根拠

法令等

政策 02
Ⅰ 生涯健康都市

荒川区高齢者みまもりネットワーク事業実施
要綱

みまもりツールの平均利用数 2.2 2.3 2.3 2.4 2.5

30年度
見込み

目標値
(38年度)

民生委員１人当たりの対象者人数
の平均（人）

24.6

5037 5050 5250

指標に関する説明

25.2 26.3

年度末時点の人数

見守り活動民生委員数200名

登録者人数（人） 4911 4964

ひと声・緊通・配食・新聞・キッ
トの述べ利用数合計÷登録者数

事務事業の分類
分類についての説明・意見等

30年度 31年度

重点的に推進 重点的に推進

　新規登録者を増やすため、事業の周知を行っていくなど引き続き重点
的に推進する。

27年度 28年度 29年度

高齢者みまもりネットワーク事業

指
　
　
　
　
標



No2
（単位：千円）

予算・決算の内訳

（単位：千円）

問
題
点
・
課
題

①

②

③

（ 区 未実施 区 区）

議
会
質
問
状

況
（

要
旨
）

10,323 9,520 7,991
24年度 25年度 26年度

10,055 7,650 7,991

予算・決算額等の推移
予算額

28年度 29年度 30年度

727

登録者人数 4845 4724 4961 4911 4946 5037 5250
28年度 29年度 30年度実

績
の
推
移

事項名（30年度は見込み） 24年度 25年度 26年度 27年度

救急医療情報キットの配付数

27年度

需用費

高齢者電磁調理器等購入費助成件数 ― ― ― 80 263 192 300

ひと声運動対象者延べ人数 7845 8302 8672 8845 8864

郵送料・手数料 272 役務費 郵送料・手数料 268

3,095

▲ 1,366

0

平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（予算）
節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項

549 697 650 700

勘定科目 29年度

8928 9000

熱中症予防委託 2,400 委託料 熱中症予防委託

151
1,757 需用費 消耗品費等 2,7333,164 需用費 消耗品費等

賃金 臨時職員賃金 155
消耗品費等

賃金 臨時職員賃金 145 賃金 臨時職員賃金

役務日 郵送料・手数料 464

金額（千円） 節 主な事項 金額（千円）

2,379 負担金補助及び交付金 高齢者電磁調理器等購入費助成金 4,639

13,245▲ 3,973通常収支差額(c)+(d)=(e)▲ 13,764▲ 11,157

0

▲ 11,157

役務費

高齢者電磁調理器等購入費助成金

909 847

▲ 11,157

物件費 5,981
行
政
コ
ス
ト
計
算
書

扶助費 0 0 分担金及び負担金 0 0 0
補助費等 4,074 3,095 ▲ 979 使用料及び手数料 0

委託料

0
0

0

差額

賞与・退職給与引当金繰入額 798

28年度

▲ 2,607
その他行政費用 0 0 0金融収支差額(d) 0 0 0

▲ 2,607
特別費用(g) 0 0 特別収入(f)
行政費用合計(b) 17,218

行政収支差額(a)-(b)=(c)▲ 13,764

○関係機関等における自主的かつ積極的な見守り活動を推進するために意識啓発を行うとともに、見守り
に協力する関係機関を増やし連携を強化していく必要がある。
○登録者の増加に対応するため、高齢者みまもりステーションや関係機関による見守り活動の負担軽減に
ついても検討する必要がある。
○災害時における名簿情報を活用した安否確認や救援活動について、区及び関係機関の具体的な役割や取
組内容を決めておく必要がある。

差額 勘定科目

決算額（30年度は見込み）

問題点・課題の改善策

他
区
の
実

施
状
況

実施 22 0 不明 0

平成20年三定　「高齢者等要支援者マップ」の作成について

平成29年度に実施した
改善内容および評価

4,555▲ 1,426 国庫支出金 0 0 0
維持補修費 0 0 0 都支出金 3,454 2,088

地方税

負担金補助及び交付金 高齢者電磁調理器等購入費助成金 4,074 負担金補助及び交付金

0 0

▲ 1,366

高年者クラブでのみまもり講座の
実施のほか、関係機関との協力関
係の強化に努める。

高年者クラブで高齢者みまもりス
テーション職員によるみまもり講座
を実施し、見守りへの意識を高めて
もらうことが出来た。

平成29年度に取り組む
具体的な改善内容

平成30年度以降に取り組む
具体的な改善内容

高年者クラブでみまもり講座を実施
し、関係機関との協力関係を更に強
化する。

減価償却費 0 0 0 その他 0 0

0 0

行
政
費
用

給与関係費 6,877 4,797

512

28年度 29年度

0

不納欠損・貸倒引当金繰入額 0 0 0 行政収入合計(a) 3,454 2,088

▲ 2,080

行
政
収
入

▲ 2,607

備
考

物件費の多くを占めるのは熱中症予防啓発業務の委託料である。補助費等に計上されているのは高齢者電
磁調理器等購入費の助成金である。

特別収支差額(f)-(g)=(h) 0 0 0当期収支差額(e)+(h) ▲ 13,764

286









No2
（単位：千円）

予算・決算の内訳

（単位：千円）

問
題
点
・
課
題

①

②

③

（ 区 未実施 区 区）

議
会
質
問
状

況
（

要
旨
）

－ 5,900
24年度 25年度 26年度 28年度 29年度 30年度

－ 5,900

予算・決算額等の推移
予算額

29年度 30年度
避難行動要支援者名簿登載者人数 1,000

28年度実
績
の
推
移

事項名（30年度は見込み） 24年度 25年度 26年度 27年度

27年度

0

平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（予算）
節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項

勘定科目 29年度

委託料 個別計画作成委託 5,400
需用費 救急医療情報キット等 500

金額（千円） 節 主な事項 金額（千円）

0 0通常収支差額(c)+(d)=(e) 0 0

0

0

物件費
行
政
コ
ス
ト
計
算
書

扶助費 分担金及び負担金

補助費等 使用料及び手数料

差額

賞与・退職給与引当金繰入額

28年度

0
その他行政費用 金融収支差額(d)

0
特別費用(g) 特別収入(f)
行政費用合計(b) 0

行政収支差額(a)-(b)=(c) 0

要介護３の認定を受けており且つ寝たきり度判定基準がA・B・Cの在宅高齢者も、自ら避難することが困難
で特に支援が必要と考えられるが、現状は避難行動要支援者事業の対象になっていない。

差額 勘定科目

問題点・課題の改善策

他
区
の
実

施
状
況

実施 19 3 不明 0

平成29年度に実施した
改善内容および評価

避難行動要支援者名簿未作成の区（作成中含む）：世田谷区・豊島区・北区（平成２９年６月１日時点）

決算額（30年度は見込み）

国庫支出金
維持補修費 都支出金

要介護４～５の方の名簿作成を優
先に進めつつ、対象者の拡充につ
いても検討を進めていく。

 

平成29年度に取り組む
具体的な改善内容

平成30年度以降に取り組む
具体的な改善内容

 

減価償却費 その他

行
政
費
用

給与関係費
28年度 29年度

不納欠損・貸倒引当金繰入額 行政収入合計(a) 0 0

行
政
収
入

地方税

0

備
考

新規シートのため財務諸表が空欄となっている。

特別収支差額(f)-(g)=(h) 0 0 0当期収支差額(e)+(h) 0



No1
○ ○ ○ ○人事

○ （○ ○ ） ○建設事業 ●それ以外の継続事業
○ ●
○有●無
○法令基準内 ○都基準内 ○区独自基準 ○計画 ●非計画

（ ） （直営の場合 ●常勤 ●非常勤 ○臨時職員 ）

①

②

③

おとしよりなんでも相談窓口

指
　
　
　
　
標

27年度 28年度 29年度

事務事業の分類
分類についての説明・意見等

30年度 31年度

継続 継続

高齢者に関するあらゆる相談窓口として継続していく。

8,998 9,300 10,000

指標に関する説明

380 380

各年度末

各年度末

相談件数（件）
（おとしよりなんでも相談）

9,083 9,486

30年度
見込み

目標値
(38年度)

障害者控除対象者認定申請件数
（件）

276 275 346

事務事業の成果とする指標名
指標の推移

終期設定 年度
開始年度 昭和 平成 12年度 根拠

法令等

政策 02

経過

平成12年度 高齢者福祉課が高齢者専門相談として開始。
※平成30年度予算の組替と事務事業の整理により、事務事業分析シート「高齢者総合相談窓口」を
細分化し「１おとしよりなんでも相談窓口」に係る事業を移行。

必要性

高齢者に関するあらゆる相談窓口として必要性が高い。

実施
方法

1直営

事務事業分析シート（平成30年度）

協働 業務 財務08-03-19

事務事業の種類 新規事業 30年度 29年度

目的

高齢者に関する総合的な相談窓口を運営する。

対象者
等

概ね65歳以上の高齢者及びその家族等

内容

１窓口の運営　再任用及び再雇用職員3名体制（窓口2名）
２受け付ける相談内容
　ひとり暮らし高齢者の生活支援、介護が必要な高齢者及びその家族に対する区のサービスの
　情報提供や施設への入所相談など、高齢者に関するあらゆる相談に応じ、必要に応じて関係
　機関に紹介する。
３各種申請受け付け
　（１）車いすの貸し出し　通院等で緊急に必要となった方へ臨時で貸し出し（概ね2週間程度）
　（２）障害者控除対象者認定申請
　（３）その他　高齢者入浴事業（ふろわり200）、交通安全杖の支給、紙おむつ購入券・紙おむ
　　　　つ代の助成、寝具乾燥症消毒水洗いサービス、理美容サービス等
　　　　※各事業の詳細については、ぞれの事務事業分析シートを参照。

高齢者や障がい者が安心して暮らせる社会の形成
施策 03 高齢者の在宅生活の支援

実施基準 計画区分

行政評価
事業体系

分野 Ⅰ 生涯健康都市

内線 2661

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（30年度）

部課名
担当者名

福祉部高齢者福祉課
鈴木

戦略プラン事務事業コード

事務事業名

― 　　　　　　　―

課長名 堀



No2
（単位：千円）

予算・決算の内訳

（単位：千円）

問
題
点
・
課
題

①

②

③

（ 区 未実施 区 区）

議
会
質
問
状

況
（

要
旨
）

▲ 11,462

備
考

新規シートのため財務諸表が空欄となっている。

特別収支差額(f)-(g)=(h) 0 0 0当期収支差額(e)+(h) 0

減価償却費 その他

行
政
費
用

給与関係費 9,827

1,635

28年度 29年度

不納欠損・貸倒引当金繰入額 行政収入合計(a) 0 0

9,827

行
政
収
入

平成29年度に取り組む
具体的な改善内容

平成30年度以降に取り組む
具体的な改善内容

高齢者に関する施策を高齢者みまも
りステーション等と連携しながら幅
広く収集し、来庁者へ丁寧で分かり
やすい接遇を心がける。

引き続き、高齢者みまもりステー
ション等との連携を強化し、事業
の周知を図る。

高齢者みまもりステーション等と連
携し、来庁者へ丁寧で分かりやすい
接遇ができた。

国庫支出金
維持補修費 都支出金

地方税

問題点・課題の改善策

他
区
の
実

施
状
況

実施 10 12 不明 0

平成29年度に実施した
改善内容および評価

全区に高齢者相談窓口が設置されているが、内12区においては、地域包括支援センターを相談窓口として
いる。

○高齢者に係る制度や情報を積極的に収集し、その場で適切なアドバイスを行うとともに、必要に応じて
関連窓口に案内するよう努める。

差額 勘定科目

決算額（30年度は見込み）

▲ 11,462

その他行政費用 金融収支差額(d)
▲ 11,462

特別費用(g) 特別収入(f)
行政費用合計(b) 0

行政収支差額(a)-(b)=(c) 0

▲ 11,462

物件費
行
政
コ
ス
ト
計
算
書

扶助費 分担金及び負担金

補助費等 使用料及び手数料

差額

賞与・退職給与引当金繰入額 1,635

28年度

金額（千円） 節 主な事項 金額（千円）

11,462 11,462通常収支差額(c)+(d)=(e) 0▲ 11,462

▲ 11,462

勘定科目 29年度

380 400

0

平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（予算）
節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項

障害者控除対象者認定申請件数 254 276 275

27年度

実
績
の
推
移

事項名（30年度は見込み） 24年度 25年度 26年度 27年度
おとしよりなんでも相談件数 8,655 9,173 9,602 9,083 9,486 8,998 10,000

28年度 29年度 30年度
－ －

予算・決算額等の推移
予算額

28年度 29年度 30年度
－ －

24年度 25年度 26年度







No1
○ ● ○ ○人事

○ （○ ○ ） ○建設事業 ●それ以外の継続事業
○ ●
○有●無
○法令基準内 ○都基準内 ●区独自基準 ○計画 ●非計画

（ ） （直営の場合 ●常勤 ○非常勤 ○臨時職員 ）

①

②

③

内線 2678

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（30年度）

部課名
担当者名

福祉部高齢者福祉課
篠塚

戦略プラン事務事業コード

事務事業名

01-02-17 ふれあい粋・活サロン補助事業費

課長名 堀
08-03-21

事務事業の種類 新規事業 30年度 29年度

目的

住民主体で運営している「ふれあい粋・活サロン」(以下、「サロン」という。）の運営費を一部補助す
ることで、身近な地域で気軽に通える場を確保・維持し、引きこもり予防、介護予防等の支援をする。

対象者
等

荒川区社会福祉協議会(サロン所管）

内容

・Ｈ27年4月に開始された介護予防・日常生活支援総合事業では住民主体のサービス事業を実施すること
となっている。当区ではすでに、荒川区社会福祉協議会が運営しているサロンが住民の住民による通い
の場として機能しており、運動や脳トレ、交流等介護予防の役割を果たしている。
・このため、サロンの運営機関である荒川区社会福祉協議会を通して、住民主体の通いの場の維持、充
実のため、会場費及びサロン参加者の保険料を補助する。（地域別、介護予防型、テーマ別、子育てサ
ロンが対象）

高齢者や障がい者が安心して暮らせる社会の形成
施策 02 介護予防の推進

実施基準 計画区分

行政評価
事業体系

分野

経過

・平成15年度　荒川区社会福祉協議会の運営によって、高齢者の孤独感・孤立化の解消や見守り活動と
して、地域の住民参画による交流の場「サロン」を開設。
・平成29年度　住民主体の通所型サービス事業に資するものとしてサロンへの補助事業を開始。共生社
会を鑑み、高齢者サロンだけでなく、テーマ別や子育てを対象にしたサロンも補助対象とした。

※平成30年度　予算の組替により医療機関連携型認知症カフェ事業補助については、「認知症普及啓発
事業」に移行

必要性

地域の状況にあった、通いやすい場での、きめ細やかな活動として必要である。

実施
方法

1直営

補助金による実施

事務事業分析シート（平成30年度）

協働 業務 財務

31,899

事務事業の成果とする指標名
指標の推移

終期設定 年度
開始年度 昭和 平成 29年度 根拠

法令等

政策 02
Ⅰ 生涯健康都市

介護保険法　地域保健法　健康増進法

30年度
見込み

目標値
(38年度)

サロンの利用者延人数

85 82 80

指標に関する説明

32,674 26,800

サロンの開設数

事務事業の分類
分類についての説明・意見等

30年度 31年度

継続 継続

　多様な主体による介護予防の取組を支援することで、地域での自主的
な取組を促進していくために継続する。

27年度 28年度 29年度

ふれあい粋・活サロン補助事業

指
　
　
　
　
標



No2
（単位：千円）

予算・決算の内訳

（単位：千円）

問
題
点
・
課
題

①

②

③

（ 区 未実施 区 区）

議
会
質
問
状

況
（

要
旨
）

‐ 3,653 1,285
24年度 25年度 26年度

‐ 1,688 1,285
‐

予算・決算額等の推移
予算額

‐

28年度 29年度 30年度

サロンの開設数 85 82
28年度 29年度 30年度実

績
の
推
移

事項名（30年度は見込み） 24年度 25年度 26年度 27年度

27年度

サロンの利用者延人数

880

平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（予算）
節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項

勘定科目 29年度

31,899 32,674

977
711負担金補助等 医療連携型カフェ補助金

負担金補助等 粋・活サロン補助金 1,285負担金補助等 粋・活サロン補助金

金額（千円） 節 主な事項 金額（千円）

1,688▲ 2,618通常収支差額(c)+(d)=(e) ▲ 4,306 ▲ 808

▲ 808

▲ 808

物件費
行
政
コ
ス
ト
計
算
書

扶助費 0 分担金及び負担金 0
補助費等 1,688 1,688 使用料及び手数料

差額

賞与・退職給与引当金繰入額 0

28年度

3,498
その他行政費用 0 金融収支差額(d) 0

3,498
特別費用(g) 0 特別収入(f)
行政費用合計(b) 4,306

行政収支差額(a)-(b)=(c) ▲ 4,306

　支援団体への補助が区民に対して有効に活かされるように、実施状況の把握や課題の共有・検討等、区
も団体と連携して取組む必要がある。

差額 勘定科目

決算額（30年度は見込み）

問題点・課題の改善策

他
区
の
実

施
状
況

実施 8 13 不明 1

平成29年度に実施した
改善内容および評価

サロンは社会福祉協議会事業として22区で実施。うち、補助については上記のとおり。

0 国庫支出金 0
維持補修費 0 都支出金 880

地方税 0

880

１０年を超えるサロンもあり、介
護予防サロンへの深化・充実に向
け、継続して連携していく。

実績報告書や連絡をとることで、状
況を把握した。目標開設の達成と今
後の方向性を共有した。

平成29年度に取り組む
具体的な改善内容

平成30年度以降に取り組む
具体的な改善内容

担当者と定期的に会議をもち、補助
団体の状況を把握し課題等があれば
連携し対応していく。

減価償却費 0 その他 0

0

行
政
費
用

給与関係費 4,115 0

▲ 191

28年度 29年度

0

不納欠損・貸倒引当金繰入額 0 行政収入合計(a) 0 880

▲ 4,115

行
政
収
入

3,498

備
考

29年度から補助事業を開始。行政費用のうち補助費等の内訳は、粋・活サロン補助金が977千円、医療連携
型カフェ補助金が711千円である。

特別収支差額(f)-(g)=(h) 0 0 0当期収支差額(e)+(h) ▲ 4,306

191



















































No1
○ ● ○ ○人事

○ （○ ○ ） ○建設事業 ●それ以外の継続事業
○ ●
○有●無
●法令基準内 ○都基準内 ○区独自基準 ●計画 ○非計画

（ ） （直営の場合 ○常勤 ○非常勤 ○臨時職員 ）

①

②

③

内線 2666

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（30年度） 01-02-02 通所介護費

部課名
担当者名

福祉部高齢者福祉課
直井

戦略プラン事務事業コード

事務事業名

01-02-01 通所型サービス事業費

課長名 堀
08-03-34

事務事業の種類 新規事業 30年度 29年度

目的

　高齢者が可能な限り住み慣れた地域で自立した日常生活を営むことができるよう、要支援者自身の能
力を最大限生かし、自立の促進や要介護状態となること及び重症化の予防を図ることを目的とする。

対象者
等

サービス事業対象者（「基本チェックリスト」により該当となった者） 又は要支援の認定を受けた者
【口腔保健教室・低栄養予防教室】　　サービス事業対象者および一般高齢者

内容

1 第1号通所事業通所介護（デイサービス）
　食事や入浴などの日常生活支援、生活機能向上のための機能訓練や口腔機能向上サービス等の提供を
行う。利用回数は、利用者ごとのケアプランに基づき週1回または2回程度。国基準相当で実施。
2 高齢者来食サービス（おげんきランチ）
　食事の提供のほか、運動を中心に口腔・栄養改善等のプログラムを実施。年2回、体力測定とアンケー
トに基づき、定期評価会議を行う。区内11会場で週1回実施、利用期間は1年。
3 まるごと元気アップ教室
　運動を中心に口腔・栄養改善等のプログラムを実施。利用開始前・終了時に体力測定・アセスメント
を行い、1か月ごとにモニタリングを行う。ふれあい館5か所で実施。利用回数は全17回（約4か月）。
4 口腔保健教室・低栄養予防教室
　歯科衛生士又は管理栄養士が各地区において出張形式で口腔や栄養に関する講座を実施。

高齢者や障がい者が安心して暮らせる社会の形成
施策 02 介護予防の推進

実施基準 計画区分

行政評価
事業体系

分野

経過

1 第1号通所事業通所介護
　平成27年度　介護保険法改正により予防給付から総合事業として市区町村の実施に移行
2 おげんきランチ
　平成18年度　区内通所介護サービスセンターで実施
　平成24年度　会場を増やし、運動機能向上を主眼に置き利用期間を定め、評価会議を実施
　平成26年度　口腔機能評価を体力測定時に追加
　平成27年度　安全な運営のため全会場に看護師を配置
3 まるごと元気アップ教室
　平成24年度　介護予防強化推進事業のモデル事業として開始
4 口腔保健教室・低栄養予防教室
　平成30年度　事務事業分析シートの整理により、“介護予防普及啓発事業費”から移行

必要性

高齢者がそれぞれの状態や状況に応じて必要なサービスを受けられるよう多様なサービスの充実が必要
である。

実施
方法

2一部委託

第1号訪問事業訪問介護は指定業者制度で実施。おげんきランチ、まるごと元気アップ教室は委託で実
施。口腔保健教室・低栄養予防教室は直営で実施。

事務事業分析シート（平成30年度）

協働 業務 財務

73.3 74.0

事務事業の成果とする指標名
指標の推移

終期設定 年度
開始年度 昭和 平成 27年度 根拠

法令等

政策 02
Ⅰ 生涯健康都市

介護保険法

口腔保健・低栄養予防教室参加者
数

2,280 2,280

30年度
見込み

目標値
(38年度)

まるごと元気アップ教室改善率
（％）

79.4

64.2 65.0 74.0

指標に関する説明

75.0 75.0

事業の開始時と終了時の体力測定
の結果を比較 向上と維持の割合

事業の開始時と終了時の体力測定
の結果を比較 向上と維持の割合

おげんきランチ改善率（％） 78.3 69.5

事務事業の分類
分類についての説明・意見等

30年度 31年度

推進 推進

　平成27年4月に開始した総合事業に要支援者等を適切につなげ、要介護
にならないよう介護予防を推進していく。

27年度 28年度 29年度

介護予防・日常生活支援総合事業
（通所型サービス）

指
　
　
　
　
標



No2
（単位：千円）

予算・決算の内訳

（単位：千円）

問
題
点
・
課
題

①

②

③

（ 区 未実施 区 区）

議
会
質
問
状

況
（

要
旨
）

344,919 338,581 386,767
24年度 25年度 26年度

309,131 334,978 386,767
0 46,460 369,652

予算・決算額等の推移
予算額

41,090 265,814

28年度 29年度 30年度

おげんきランチ参加者実人数 142 176 179 187 191 173 170
28年度 29年度 30年度実

績
の
推
移

事項名（30年度は見込み） 24年度 25年度 26年度 27年度

第1号通所事業通所介護の利用者延人数

0

27年度

需用費

口腔保健・低栄養予防教室参加者数 2,280

まるごと元気アップ参加者実人数 52 120 105 101 108

通所事業委託料 34,409 需用費 消耗品、食糧費 18

32,489

41,601

0

平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（予算）
節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項

8,132 9,660 10,419 11,880

役務費 講師手数料 33

勘定科目

需用費

29年度

119 110

通所介護費 274,437 役務費 講師謝礼、保険料

98
126 賃金 臨時職員賃金 9310 報償費 講師謝礼

報酬・共済費 非常勤職員報酬等 8,545
消耗品

報償費 講師等謝礼 170 賃金 臨時職員賃金

委託料 講師謝礼 1,006

金額（千円） 節 主な事項 金額（千円）

186 旅費・役務費 旅費、保険料等 285

349,040 31,432通常収支差額(c)+(d)=(e) 40,493 50,662

0

50,662

通所介護費等 343,286

報償費

通所事業委託料

50,662

物件費 34,525

負担金等

行
政
コ
ス
ト
計
算
書

扶助費 0 0 分担金及び負担金 0 0 0
補助費等 274,607 302,187 27,580 使用料及び手数料 0

負担金補助等

0
10,786

消耗品、食糧費 417

0

差額

賞与・退職給与引当金繰入額 2,006

28年度

10,169
その他行政費用 0 0 0金融収支差額(d) 0 0 0

10,169
特別費用(g) 0 0 0特別収入(f)
行政費用合計(b) 317,608

行政収支差額(a)-(b)=(c) 40,493

○運動器機能維持に対して効果のある事業としてプランに適切に活用できるよう啓発が必要。
○おげんきランチ事業をよりニーズに即した形に組み替えることが必要。

差額 勘定科目

決算額（30年度は見込み）

問題点・課題の改善策

他
区
の
実

施
状
況

実施 22 0 不明 0

平成27年度6月会議　要支援に向けた事業がボランティアに委ねる総合事業で機能する保証はあるか
平成27年度9月会議　国基準を引き続き実施し、安上がりな事業への誘導策を行わないこと

平成29年度に実施した
改善内容および評価

32,791▲ 1,734 国庫支出金 111,341 132,282 20,941
維持補修費 0 0 0 都支出金 55,327 65,201

302,061 委託料 通所事業委託料 33,135

地方税

賃金 臨時職員賃金 73 委託料
負担金等 通所介護費等

0 0

9,874

引き続き、積極的に事例報告会や勉
強会などを実施し、地域包括支援セ
ンター等に活用を促す。

事業者を通じて利用者が教室での内
容を習慣化できるよう工夫する。

国基準の改正が予定されているた
め、国基準相当で実施している区
基準の改正を検討していく。

引き続き、利用者の状況や効果等
を把握し、課題も含め今後の事業
運営に反映していく。

関係各所と調整して第1号通所事業
の区基準を策定し、介護サービス事
業者向け説明会を実施した。

事業者やケアマネ等にむけて事業説
明会及び研修を開催し、事業への理
解や有効性等を共有することが出来
た。

利用者が自宅で運動等を習慣化でき
るよう、事業者向け学習会におい
て、習慣化の工夫について情報交換
を行った。

平成29年度に取り組む
具体的な改善内容

平成30年度以降に取り組む
具体的な改善内容

関係機関と連携を図りながら、平成
30年度の法改正に向け区独自基準を
策定していく。

減価償却費 0 0 0 その他 191,433 202,219

0 0

行
政
費
用

給与関係費 8,100 12,056

1,630

28年度 29年度

0

不納欠損・貸倒引当金繰入額 0 0 0 行政収入合計(a) 358,101 399,702

3,956

行
政
収
入

10,169

備
考

行政費用のうち物件費の内訳は、委託料が32,489千円（おげんきランチ事業委託料が17,437千円、まるご
と元気アップ教室事業委託料が15,052千円）、役務費等が302千円である。委託料が減額となったのは、平
成29年におげんきランチ事業の会場数が1減となったためである。

特別収支差額(f)-(g)=(h) 0 0 0当期収支差額(e)+(h) 40,493

376














































